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１．はじめに 

 世界のグローバル都市では，経済格差の拡大や住

宅価格の高騰，高所得層の都心集中と貧困の郊外化

に代表される社会経済的な居住分化が進行している

が（van Ham et al. 2021），従来の居住分化に関する研

究は地理的な人口分布に基づくアプローチが中心で

あり 2次元平面上で議論されてきた．しかし居住分

化と住宅市場には密接な関係があると考えられ，両

者の関係を重視した視点が不可欠である． 

また近年では，高密度で立体的に発展を遂げてき

たグローバル都市において，富裕層のための豪華な

タワーの出現が都市空間を新たな飛び地と残りの空

間に分断する引き金になるとの議論もある（Graham 

2015）．共同住宅の建物内の居住階による社会的・民

族的な分化は垂直的な居住分化と呼ばれ，いくつか

の都市においては研究がおこなわれてきたものの

(Maloutas and Spyrellis 2016)，地理的な居住分化研究

と比べて非常に限られている． 共同住宅における住

宅の垂直方向の賃料曲線を分析した Danton and 

Himbert (2018)によれば階が上がるほど住宅賃料は

上昇するため，特に高層階のプレミアムは，垂直方

向の居住分化の進展を促進するものと考えられる． 

日本では，東京などの大都市ではタワーマンショ

ンのような高層マンション内部での垂直空間におけ

る居住分化も指摘される．例えば，上米良・平山（2006）

や平山（2006）は所在階別のマンション価格分布の

特徴を分析しており，「垂直分化」のパターンとして，

住戸規模・価格の垂直方向への差異が小さい「上下

階均質型」，最上階だけが高級化する「上階特殊型」，

住棟全体が高級であると同時に垂直方向への差異が

大きい「上下階差異型」の３つに類型化しているが，

都市全体の居住分化との関連は明らかにされていな

い． 

そこで本研究では，2010年代以降のグローバル都

市における社会経済格差の一形態としての地理的お

よび垂直的な居住分化の実態や特徴を明らかにする

ため，東京（東京都区部）を含む主要なグローバル

都市を比較しながら，不動産物件データを用いて分

析する． 
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２．地理的な居住分化 

2.1．データ 

 まずは住宅価格から地理的な居住分化を考察する

ため，各国でオープンデータとして公開されている

住宅売買取引に関する非集計データを利用して小地

域単位の平均住宅価格を算出した．なお本章では，

各国のセンサス（国勢調査）の小地域単位で集計を

行うと小地域単位のサンプルが過少になることを考

慮してそれぞれ次に示す空間単位で集計を行い，マ

ンションだけでなく戸建住宅も含めて分析する． 

使用するデータとして，ニューヨークでは，市財

務局（NYC/DoF）が「Property Assessment Data」とし

て 2003年以降の売買取引価格情報を公開しており，

ここでは居住用不動産 Tax Class 1 & 2 を対象に

Zipcode単位で集計した．ロンドンでは，英国土地登

記所（Land Registry）が「Price Paid Data」として 1995

年以降の売買取引価格情報を公開しており，ここで

はWard単位で集計した．東京については，「不動産

取引価格情報」（国土交通省）により，利用可能な

2005年以降の中古マンションおよび土地と建物（住

図１ 各都市における管理・専門職就業者割合と平均住宅価格の分布 
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宅用途）について，東京都市圏パーソントリップ調

査の小ゾーン単位で集計した． 

2.2．ニューヨーク・ロンドン・東京の居住分化 

 図１には，ニューヨーク・ロンドン・東京の各都

市における 2010 年センサスによる管理・専門職就

業者割合と，住宅取引データによる 2010 年と最新

年の平均住宅価格の分布を示す．各国の管理・専門

職就業者割合の分布と平均住宅価格の比較では，い

ずれの都市ともに強い相関がみられ，先行研究の通

り高所得職業労働者の都心集中という共通点がみら

れる一方で，ニューヨークとロンドンは東京以上に

居住分化が進行していることが把握できる． 

小地域単位の平均住宅価格分布の 2時点変化は，

それぞれの都市で特徴がみられる．ニューヨークで

は，2010 年までの約 10 年間に平均価格が 2 倍以上

になった地区がマンハッタンから，これまでもジェ

ントリフィケーションが指摘されるブロンクス北西

部に広がっており，さらに 2020年までの 10年間に

は平均価格が 2倍以上になった地区はブロンクス北

西部から市全体に広がっている．ロンドンでは，2000

年代の最初の 10 年間に縁辺部を除く広い範囲で平

均価格が２倍を超える地区が多くみられたが，2010

年以降はとりわけテムズ川沿いの中心部周辺で伸び

が大きい地区の集中がみられるようになっている．

また東京では，2005年以降のデータしか入手できな

いこともあり，2010年までは都心周辺や中央区や江

東区周辺の臨海部など限られた地域で平均価格の増

加がみられるだけであったが，2010 年からの 10 年

間では山手線沿線を中心に 2倍近い変化が目立つ． 

３．垂直的な居住分化 

3.1．データ 

 続いて垂直的な居住分化を明らかにするため，こ

こでは東京の売買居住用マンションに焦点を当て，

アットホームが運営する全国不動産情報ネットワー

クに 2015～2019年に登録された不動産物件情報（ア

ットホーム 2020）の価格データを用いて，所在階別

に 500mメッシュ単位で集計した． 

3.2．東京における垂直的居住分化 

図２は行政区別にみた所在階別の平均平米単価で

ある．全体的な傾向として，高層階ほど平米単価が

高くなっているが，千代田区や港区では階層差が大

きいのに対して杉並区や江戸川区では小さいなどの

地域による違いも見られる．特に差が大きい区では

平均で 1.5 倍以上の差がみられる区もある．また図

には示していないが，物件数は 3～5 階が最も多く

10 階以下で約 9 割を占める．また平均延面積も 10

階以下は階数によってほとんど変わらないが，それ

以上になると高層ほど広くなる特徴がある． 

図３には所在階別の平均平米単価の空間分布を示

している．マンションのみのデータであるが，共同

住宅割合の高い東京では，全所在階では概ね地理的

な居住分化の傾向をとらえている a)．ただし，高層

階になるにつれて，都心周辺部においては平米単価

の高い物件に限られてくること e)，さらに高層にな

ると都市内に飛び地的に分布するようになっている

こと f)などもわかる．東京における空間的な格差は．

このような地理的な居住分化と垂直的な居住分化が

組み合わされて形成されているといえる． 

図２ 所在階別の平均平米単価（行政区別） 
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４．おわりに 

地理的な居住分化に関しては，都心周辺部での住

宅価格の高騰と管理・専門職の集積化との関連性を

強く示唆するものであったが，特定の地域において

は垂直的にも一定の分離傾向が確認できた．ただし

垂直的な居住分化については，データの制約上，市

場に流通している物件に限られることから必ずしも

空間的な格差の全体像を反映しているわけではなく，

人口特性の動向との関係も見ていく必要がある．ま

た背後の形成要因や他のグローバル都市との比較な

ども今後の研究課題として残されている． 
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